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２）事業採算性の検討結果 
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（６）費用便益分析 

１）費用便益分析の前提条件 

① 基本的な考え方 

本路線整備の費用便益分析を「鉄道プロジェクトの費用対効果分析マニュアル’05」
に基づいて実施した。 

利用者便益の価格換算値は、選好接近法により設定した。 

 
② 主な前提条件 

（ⅰ）割引率 

便益・費用の当該年度発生額を現在価値に割り戻す割引率として４％を使用する。 

割引率とは、現在手に入る財と、同じ財だが将来手に入ることになっている財との

交換比率をいう。割引率の指標としては投資資金の生産性を示す指標が一般的に用い

られ、市場利子率がこれを反映している。 

（ⅱ）計算期間 

計算期間は検討対象路線開業後 30 年間及び 50 年間とし、この間に発生する便益、

経費などを計上する。 

（ⅲ）価格評価の基準年次 

基準年次は平成 23 年（2011 年）とし、全ての便益・費用を 2010 年価値に割り戻し、

2011 年価格で表示する。 

 



 

5‐139 

２）費用便益分析の検討結果 

① 慎重ケースの検討結果 

（ⅰ）総便益 

慎重ケースにおける便益は下表のとおりである。 

表 慎重ケースの総便益 

（単位：億円）     

 30 年 50 年 

利用者便益 326 395 

時間短縮便益 328 397 

費用節減便益 -47 -57  

混雑緩和便益 46 56 

供給者便益 101 118 

環境改善便益   9  11 

期末残存価値  68   9 

便益総計 505 534 

  基準年次平成 23 年（2011 年）。割引率 4％ ※四捨五入により、合計が合わない場合がある。 

 

（ⅱ）総費用 

 慎重ケースにおける総費用は下表のとおりである。 

表 慎重ケースの総費用 

（単位：億円）     

 30 年 50 年 

総費用 584 586 

建設費 501 501 

車両費 12 13  

用地費 71 71 

総費用計 584 586 

  基準年次平成 23 年（2011 年）。割引率 4％ ※四捨五入により、合計が合わない場合がある。 

 

（ⅲ）費用便益比 

 慎重ケースにおける費用便益比は下表のとおりである。 

表 慎重ケースの費用便益比 

30 年 50 年 
費用便益比（B/C） 

0.9（0.86） 0.9（0.91） 

  基準年次平成 23 年（2011 年）。割引率 4％ ※四捨五入により、合計が合わない場合がある。 
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② 浦和美園周辺開発ケースの検討結果 

（ⅰ）総便益 

 浦和美園周辺開発ケースにおける便益は下表のとおりである。 

表 浦和美園周辺開発ケースの総便益 

（単位：億円）     

 30 年 50 年 

利用者便益 342 415 

時間短縮便益 345 419 

費用節減便益 -52 -63  

混雑緩和便益 48 59 

供給者便益 103 120 

環境改善便益  10  12 

期末残存価値  68   9 

便益総計 522 556 

  基準年次平成 23 年（2011 年）。割引率 4％ ※四捨五入により、合計が合わない場合がある。 

 

（ⅱ）総費用 

 浦和美園周辺開発ケースにおける総費用は下表のとおりである。 

表 浦和美園周辺開発ケースの総費用 

（単位：億円）     

 30 年 50 年 

総費用 584 586 

建設費 501 501 

車両費 12 13  

用地費 71 71 

総費用計 584 586 

  基準年次平成 23 年（2011 年）。割引率 4％ ※四捨五入により、合計が合わない場合がある。 

 

（ⅲ）費用便益比 

 浦和美園周辺開発ケースにおける費用便益比は下表のとおりである。 

表 浦和美園周辺開発ケースの費用便益比 

30 年 50 年 
費用便益比（B/C） 

0.9（0.89） 1.0（0.95） 

    基準年次平成 23 年（2011 年）。割引率 4％ ※四捨五入により、合計が合わない場合がある。 
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③ 快速運転（経費増）ケースの検討結果（追越無し・運行経費 1.1 倍） 

（ⅰ）総便益 

 快速運転（経費増）ケースにおける便益は下表のとおりである。 

表 快速運転ケースの総便益 

（単位：億円）     

 30 年 50 年 

利用者便益 369 447 

時間短縮便益 403 488 

費用節減便益 -107 -130  

混雑緩和便益 74 89 

供給者便益 121 143 

環境改善便益  10  12 

期末残存価値  68   9 

便益総計 568 610 

  基準年次平成 23 年（2011 年）。割引率 4％ ※四捨五入により、合計が合わない場合がある。 

  上記は快速運転（経費増）ケース。 

 

（ⅱ）総費用 

 快速運転（経費増）ケースにおける総費用は下表のとおりである。 

表 快速運転ケースの総費用 

（単位：億円）     

 30 年 50 年 

総費用 584 586 

建設費 501 501 

車両費 12 13  

用地費 71 71 

総費用計 584 586 

  基準年次平成 23 年（2011 年）。割引率 4％ ※四捨五入により、合計が合わない場合がある。 

  上記は快速運転（経費増）ケース。 

 

（ⅲ）費用便益比 

 快速運転（経費増）ケースにおける費用便益比は下表のとおりである。 

表 快速運転ケースの費用便益比 

30 年 50 年 
費用便益比（B/C） 

1.0（0.97） 1.0（1.04） 

  基準年次平成 23 年（2011 年）。割引率 4％ ※四捨五入により、合計が合わない場合がある。 

  上記は快速運転（経費増）ケース。 
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３）費用便益分析の比較 

① 需要予測結果の比較 

快速運転ケー費用便益分析の基礎となる需要予測結果は下表となっており、Ｈ17 委

員会の基本ケースとＨ23 委員会の慎重ケースは、ほぼ同程度となっている。 

従って、費用便益分析の前提条件が同程度であれば、その結果は概ね同等と想定さ

れる。 

表 需要予測結果の比較 

 
Ｈ17 委員会 
（基本ケース） 

H23 委員会 
（慎重ケース） 

都市内旅客 20.9 21.9 

スタジアム旅客   2.1 2.0 
輸送人員 
（千人/日）

計 23.0 23.9 

 

② 費用便益分析の比較 

Ｈ17 年委員会における基本ケース及びＨ23 年委員会における慎重ケースの費用便

益分析（30 年）は下表のとおりである。H23 年委員会では総便益が 162 億円減（667

億円－505 億円）となり、Ｂ／Ｃは 0.9 となっている。 

表 費用便益分析（30 年間）の比較 

 
H17 委員会 

（基本ケース）

H23 委員会 

（慎重ケース）
主な相違要因 

利用者便益 520 326 
年間換算値（主要因） 

定着遅れ、H47 以降の人口減 

供給者便益 69 101 需要の増加等 

環境改善便益 18 9  

期末残存価値 61 68 
建設費の増加、評価基準年から

開業年までの年数等 

総

便

益 

計 667 505  

建設投資額等 524 584 
建設費の増加、評価基準年から

開業年までの年数等 

維持改良費等 0 0  

総

費

用 
計 524 584  

Ｂ／Ｃ 1.27 0.86  

 

表 利用者便益（H23 委員会慎重ケース）の目的別内訳（30 年間） 

種 別 金額（億円） 割合（％） 

全目的 326 100 

 通 勤 257 79 

 通 学  3  1 

 私 事  33 10 

 業 務  11  3 

 ｽﾀｼﾞｱﾑ  22  7 
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③ 前提条件の相違による費用便益分析への影響 

（ⅰ）概要 

Ｈ17 年委員会及びＨ23 年委員会において設定された前提条件の相違が費用便益分

析に与える影響については、下表が想定され、Ｈ23 年委員会においては、出勤日数等

を考慮して通勤・通学目的の１日当たり便益の年間換算値を 365 倍から 240 倍に変更

したことにより、これらに対応した便益が２/３程度になったため、Ｂ／Ｃの変化に大

きく影響したものと考えられる。 

表 費用便益分析の前提条件の比較 

項目 H17 委員会 H23 委員会 影響 主な相違内容 

時間価値 所得接近法 
（勤労統計調査より想定） 

全目的：36.3 円/分 

選好接近法 
（ﾓﾃﾞﾙﾊﾟﾗﾒｰﾀｰより想定） 

通勤：41.2 円/分（79％） 
通学：10.0 円/分 （1％） 
私事：18.1 円/分（10％） 
業務：43.7 円/分 （3％） 
ｽﾀｼﾞｱﾑ：14.3 円/分 （7％） 

※加重平均：36.8 円/分 

ほぼ 

同数 

通勤目的については選

好接近法が所得接近法

より時間価値が高いも

のの、全目的で加重平均

すると、全体としてはほ

ぼ同程度と考えられる。

年間換算値 全目的の１日当たり便

益を 365 倍 

通勤・通学：240 倍 
（出勤日数を
考慮） 

私事・業務：365 倍 

減要素 Ｈ23 委員会では、通勤等

の年間換算値を 365 倍か

ら 240 倍に変更したこと

により、これらの便益額

が 2/3 程度となっている

定着遅れ なし 5 年 減要素 需要定着までの期間の

便益が減少する 

H47 以降の

人口減 

なし 7 区+３市の平均並み 

（0.8％／年の減） 

減要素 平成 47 年以降の便益が

減少する 

建設費 750 億円 770 億円 減要素 建設費の増加により費

用が増加する 

開業年 平成 27 年 平成 32 年 

評価基準年 平成 15 年 平成 23 年 
－ 

評価基準年から開業年

までの期間が短くなっ

ているため、総便益額、

総費用額は大きくなる 

B/C には影響しない 

 

（ⅱ）各要因による影響の内容 

ａ）総便益関係 

Ⅰ．時間価値：ほぼ同数 

所得接近法：36.3円／分 ⇔ 選考接近法（加重平均）：36.8円／分 

Ⅱ．年間換算値：減要素 

通勤・通学の年間換算値240倍を365倍とした場合の便益増（30年間） 

＝（257.4億円＋3.4億円）×365／240－（257.4億円＋3.4億円） 

＝136億円（通勤・通学目的） 

Ⅲ．定着遅れ（5 年）：減要素 
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定着遅れ5年 ⇒ 0年とした場合の便益増 

＝利用者便益（20億円）＋供給者便益（13億円）＋環境改善便益（1億円） 

＝34億円 

Ⅳ．Ｈ47 年以降の人口減考慮：減要素 

Ｈ47以降の人口減考慮 ⇒ 人口減なしとした場合の便益増 

＝利用者便益（6億円）＋供給者便益（4億円）＋環境改善便益（1億円） 

＝11億円 

Ⅴ．評価基準年から開業までの期間 

Ｈ17委員会：Ｈ15←Ｈ27（12年間）⇔ Ｈ23委員会：Ｈ23←Ｈ32（9年間） 

＝-56億円 

ⅵ．期間期末残存価値 

建設費770億円 ⇒ 750億円とした場合の便益減 

＝-2億円 

ⅶ．Ｈ17 委員会と同様の考え方とした場合の総便益 

総便益 

＝（（326億円＋178億円）＋136億円＋34億円＋11億円）－56億円－2億円 

＝627億円 

 

ｂ）総費用関係 

Ⅰ．建設費：減要素 

所得接近法：36.3円／分 ⇔ 選考接近法（加重平均）：36.8円／分 

建設費770億円 ⇒ 750億円とした場合の費用減 

＝-15億円 

Ⅱ．評価基準年から開業までの期間 

Ｈ17委員会：Ｈ15←Ｈ27（12年間）⇔ Ｈ23委員会：Ｈ23←Ｈ32（9年間） 

＝-64億円 

Ⅲ．Ｈ17 委員会と同様の考え方とした場合の総費用 

総費用 

＝584億円－15億円－64億円 

＝505億円 

 

ｃ）費用便益比 

Ｈ23年委員会の総便益及び総費用をＨ17年委員会と同様の考え方とした場合 

Ｂ／Ｃ＝総便益／総費用 

＝627億円／505億円 

＝1.24 
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表 費用便益分析の比較 

年間換算値
（通勤･通
学）

定着遅れ H47年以降
の人口減少

評価基準年
から開業年
までの期間

建設費

240日⇒365日 5年⇒なし 考慮⇒なし 9年⇒12年 770億⇒750億

利用者便益 326 +136 +20 +6 -36 452 520

供給者便益 101 +13 +4 -11 107 69

環境改善便益 9 +1 +1 -1 10 18

期末残存価値 68 -8 -2 58 61

計 504 +136 +34 +11 -56 -2 627 667

建設投資額等 584 -64 -15 505 524

計 584 -64 -15 505 524

0.86 1.24 1.27

（単位：億円）

Ｈ17委員会
慎重ケース

B/C

H23委員会
全考慮

（想定値）

Ｈ23委員会
慎重ケース

総費用

総便益

 

 

④ まとめ 

Ｈ23 委員会で試算した総便益及び総費用をＨ17 委員会と同様の考え方で再試算す

ると、以下のとおりであり、総便益、総費用、Ｂ／Ｃともほぼ同程度となる。 

表 費用便益分析の前提条件の比較 

開業後30年間 
H17 委員会 
（基本ケース） 

H23 委員会 
（慎重ケースを再試算） 

総便益 ６６７億円 ６２７億円 

総費用 ５２４億円 ５０５億円 

Ｂ／Ｃ 1.２７ １.２４ 

 

 


